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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自　平成17年
　　12月１日
至　平成18年
　　５月31日

自　平成18年
　　12月１日
至　平成19年
　　５月31日

自　平成19年
　　12月１日
至　平成20年
　　５月31日

自　平成17年
　　12月１日
至　平成18年
　　11月30日

自　平成18年
　　12月１日
至　平成19年
　　11月30日

売上高 (千円) ― 1,263,2961,594,0902,727,8282,850,959

経常利益 (千円) ― 113,728 186,511 252,113 302,846

中間(当期)純利益 (千円) ― 60,140 108,785 140,429 176,765

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 45,010 100,210 45,010 100,210

発行済株式総数 (株) ― 10,580 11,580 10,580 11,580

純資産額 (千円) ― 1,011,9221,377,834970,6691,283,176

総資産額 (千円) ― 1,620,7322,098,2541,604,8582,249,773

１株当たり純資産額 (円) ― 99,795.13118,984.0095,726.73110,809.68

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― 5,931.009,394.2613,849.1017,080.31

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,000 3,000

自己資本比率 (％) ― 62.4 65.7 60.5 57.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 224,823 4,126 △215,641 442,711

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △410 △6,427 79,267 9,719

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △20,280 △34,740 △10,140 135,475

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 375,338 722,154 169,323 757,229

従業員数 (名) ― 27 29 27 28

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

５　第18期の１株当たり配当額には、上場記念配当1,000円が含まれております。

６　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

　 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

   該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

　　　　　平成20年５月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

半導体装置グループ 15

電子材料・機器グループ 6

マリン・環境機器グループ 3

その他 5

従業員数(名) 29

(注) 従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題等による米国経済の減速や原油価格

高騰などの懸念材料があったものの、堅調な企業の設備投資に支えられ、堅調な成長を維持しました。

このような環境のなかで、当社においては、前事業年度に引き続き、主にハイブリッド車の生産の増大

に伴うパワー半導体の使用量の増加により、当社の主力取扱商品である半導体製造装置の旺盛な需要に

支えられ、好調な業績をあげることができました。

その結果、当中間会計期間の売上高は1,594百万円（前年同期比26.2％増）、営業利益は171百万円（同

64.3％増）、経常利益は186百万円(同64.0％増）、中間純利益は108百万円（同80.9％増）となりました。

事業部門別の状況は次のとおりであります。

半導体装置グループにおきましては、ワイヤーボンダーの販売が、産業用半導体分野のパワー半導体を

多用するハイブリッド車を製造する自動車メーカー及びその関連会社における設備投資の拡大や新製品

の投入等により堅調に推移いたしました。この結果、同グループの売上高は1,066百万円（前年同期比

24.4％増）となりました。

電子材料・機器グループにおきましては、前事業年度に続き、半導体業界の設備投資の拡大にあわせ、

また、「セミコン・ジャパン」、「インターネプコンジャパン」等の展示会や当社ウェブサイトを通じた

潜在顧客の発掘が功を奏したこと等により、プラズマ装置等の販売が増加いたしました。この結果、同グ

ループの売上高は238百万円（同24.7％増）となりました。

　マリン・環境機器グループにおきましては、マリン事業において、近年の世界的に資源の流通が活発

である状況を反映し、貨物用船舶の建造が造船各会社で増加しており、従来からの取引先へ当社商品の採

用を積極的に働きかけ、かつ新規顧客を開拓する等の施策により、前事業年度以前における受注が好調で

あり、当中間会計期間に売上に結びついたものであります。環境機器事業につきましては、近時の環境問

題への関心の高まりから、液体のろ過・分離を行う企業向けの売上が好調でありました。 この結果、同グ

ループの売上高は277百万円（同49.0％増）となりました。

その他につきましては、上記グループで取り扱わないガルデン液(半導体基盤の表面洗浄液）等を扱っ

ておりますが、売上高が11百万円（同59.4％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末より35百万

円減少し、722百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその増減要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは４百万円の資金流入(前事業年度は442

百万円の資金流入)となりました。これは主に、税引前中間純利益186百万円、売上債権の減少221百万円、

たな卸資産の増加86百万円、仕入債務の減少237百万円、法人税等の支払79百万円によるものであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは６百万円の資金流出（前事業年度は９

百万円の資金流入）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出４百万円、無形固定資産の取

得による支出６百万円、投資有価証券の取得による支出10百万円及び保険積立金の解約による収入14百

万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは34百万円の資金流出（前事業年度は

135百万円の資金流入）となりました。これは、配当金の支払によるものであります。

　

２ 【仕入、受注及び販売実績】

(1）仕入実績

当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

半導体装置グループ 826,997 131.1

電子材料・機器グループ 149,323 118.2

マリン・環境機器グループ 236,253 151.3

その他 9,065 55.7

合計 1,221,639 131.4

(注) １．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

当中間会計期間の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

半導体装置グループ 1,161,748 165.0 307,737 132.0

電子材料・機器グループ 250,007 131.9 30,785 91.0

マリン・環境機器グループ 405,708 207.0 695,699 248.7

その他 9,976 57.8 － －

合計 1,827,441 165.1 1,034,222 188.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

半導体装置グループ 1,066,556 124.4

電子材料・機器グループ 238,018 124.7

マリン・環境機器グループ 277,838 149.0

その他 11,676 40.6

合計 1,594,090 126.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,580 11,580

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー
・マーケット―「ヘ
ラクレス」)

―

計 11,580 11,580 ― ―

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年12月１日～
平成20年５月31日

－ 11,580 － 100,210 － 75,210
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(5) 【大株主の状況】

平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

松村　勝正 横浜市泉区 4,134 35.70

青島　勉 横浜市神奈川区 1,000 8.64

楠目　常男 神奈川県鎌倉市 900 7.77

金田　晶 東京都国分寺市 340 2.94

テクノアルファ株式会社
社員持株会

東京都品川区西五反田二丁目27番４号
明治安田生命五反田ビル

272 2.35

みずほキャピタル株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目２番１号 240 2.07

楠目　加代子 神奈川県鎌倉市 200 1.73

塩崎　五月 東京都目黒区 200 1.73

松村　健子 横浜市泉区 180 1.55

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 165 1.42

計 ― 7,631 65.90

　

(6)【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

11,580
11,580 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 11,580 － －

総株主の議決権 － 11,580 －
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② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 416,000 294,000 215,000 186,000 253,000 266,000

最低(円) 269,000 180,000 137,000 136,000 142,000 193,000

(注)　株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」)におけるものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定

に基づき、また当中間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)は金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づき、それぞれ中間財務諸表について監査法人トーマツの中間監査を受けております。

なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年９月３日に提出した有価証券届出書に添付され

たものを利用しております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 374,343 722,154 756,232

２．受取手形 ※１ 146,660 268,093 161,553

３．売掛金 703,451 563,418 891,862

４．有価証券 995 － 996

５．商品 122,510 241,123 154,718

６．前払費用 26,863 27,521 49,323

７．従業員短期貸付金 963 859 1,025

８．繰延税金資産 3,084 － 5,493

９．その他 9,093 41,723 4,471

貸倒引当金 △84 △81 △105

流動資産合計 1,387,88085.6 1,864,81188.9 2,025,57290.0

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※２ 30,084 1.9 26,104 1.2 26,266 1.2

２．無形固定資産 10,711 0.7 15,222 0.7 9,764 0.4

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 52,765 57,965 49,998

(2）保険積立金 73,204 60,994 66,823

(3）従業員長期貸付金 1,423 563 1,160

(4）長期前払費用 1,023 947 985

(5）前払年金費用 1,811 879 2,265

(6）差入保証金 13,778 19,253 18,282

(7）繰延税金資産 48,048 51,512 48,654

計 192,055 11.8 192,115 9.2 188,169 8.4

固定資産合計 232,85114.4 233,44211.1 224,20010.0

資産合計 1,620,732100.0 2,098,254100.0 2,249,773100.0
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前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 368,918 456,519 693,667

２．未払金 42,665 30,182 55,530

３．未払費用 4,359 4,462 2,250

４．未払法人税等 60,851 81,710 82,154

５．役員賞与引当金 3,750 － －

６．預り金 3,957 5,500 3,421

７．繰延税金負債 － 8,895 －

８．その他 3,631 3,286 4,699

流動負債合計 488,13530.1 590,55728.1 841,72237.4

Ⅱ　固定負債

１．役員退職慰労引当金 120,674 129,862 124,874

固定負債合計 120,6747.5 129,8626.2 124,8745.6

負債合計 608,80937.6 720,41934.3 966,59743.0
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前中間会計期間末

(平成19年５月31日)

当中間会計期間末

(平成20年５月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１．資本金 45,0102.8 100,2104.8 100,2104.5

２．資本剰余金

(1）資本準備金 20,010 75,210 75,210

(2）その他資本剰余金 － 44,396 44,396

資本剰余金合計 20,0101.2 119,6065.7
119,606

 
5.3

３．利益剰余金

(1）利益準備金 6,250 6,250 6,250

(2）その他利益剰余金

特別償却準備金 2,716 1,914 2,716

別途積立金 550,000 550,000 550,000

繰越利益剰余金 384,639 576,112 501,264

利益剰余金合計 943,60658.2 1,134,27754.1 1,060,23147.1

４．自己株式 △4,180△0.2 － － － －

株主資本合計 1,004,44662.0 1,354,09364.6 1,280,04756.9

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券
評価差額金

2,6070.1 1,5680.1 2,3930.1

２．繰延ヘッジ損益 4,8690.3 22,1721.0 734 0.0

評価・換算差額等合計 7,4760.4 23,7411.1 3,1280.1

純資産合計 1,011,92262.4 1,377,83465.7 1,283,17657.0

負債純資産合計 1,620,732100.0 2,098,254100.0 2,249,773100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,263,296100.0 1,594,090100.0 2,850,959100.0

Ⅱ　売上原価 907,84071.9 1,133,19171.1 2,052,22272.0

売上総利益 355,45628.1 460,89928.9 798,73728.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 251,17019.9 289,59818.2 502,84017.6

営業利益 104,2868.2 171,30010.7 295,89710.4

Ⅳ　営業外収益 ※１ 9,8110.8 15,6561.0 24,9450.8

Ⅴ　営業外費用 369 0.0 445 0.0 17,9960.6

経常利益 113,7289.0 186,51111.7 302,84610.6

Ⅵ　特別利益 23 0.0 23 0.0 2 0.0

税引前中間
(当期)純利益

113,7519.0 186,53411.7 302,84810.6

法人税、住民税
及び事業税

61,105 80,359 133,314

法人税等調整額 △7,494 53,6114.2 △2,610 77,7484.9 △7,231126,0834.4

中間(当期)純利益 60,1404.8 108,7856.8 176,7656.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 45,010 20,010 20,010

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － － －

　剰余金の配当 － － －

　中間純利益 － － －

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

－ － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ － －

平成19年５月31日残高(千円) 45,010 20,010 20,010

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 6,250 3,503 550,000343,991903,745△4,180 964,585

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － △787 － 787 － － －

　剰余金の配当 － － － △20,280△20,280 － △20,280

　中間純利益 － － － 60,140 60,140 － 60,140

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ △787 － 40,647 39,860 － 39,860

平成19年５月31日残高(千円) 6,250 2,716 550,000384,639943,606△4,1801,004,446

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) 2,720 3,363 6,083 970,669

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － － － －

　剰余金の配当 － － － △20,280

　中間純利益 － － － 60,140

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△112 1,506 1,393 1,393

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△112 1,506 1,393 41,253

平成19年５月31日残高(千円) 2,607 4,869 7,476 1,011,922
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当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年11月30日残高(千円) 100,210 75,210 44,396 119,606

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － － － －

　剰余金の配当 － － － －

　中間純利益 － － － －

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

－ － － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ － － －

平成20年５月31日残高(千円) 100,210 75,210 44,396 119,606

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年11月30日残高(千円) 6,250 2,716 550,000501,2641,060,2311,280,047

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － △801 － 801 － －

　剰余金の配当 － － － △34,740△34,740△34,740

　中間純利益 － － － 108,785108,785108,785

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ △801 － 74,847 74,045 74,045

平成20年５月31日残高(千円) 6,250 1,914 550,000576,1121,134,2771,354,093

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年11月30日残高(千円) 2,393 734 3,128 1,283,176

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し － － － －

　剰余金の配当 － － － △34,740

　中間純利益 － － － 108,785

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△824 21,437 20,613 20,613

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△824 21,437 20,613 94,658

平成20年５月31日残高(千円) 1,568 22,172 23,741 1,377,834
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前事業年度の要約株主資本等変動計算書(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 45,010 20,010 － 20,010

事業年度中の変動額

　新株の発行 55,200 55,200 － 55,200

　特別償却準備金の取崩し － － － －

　剰余金の配当 － － － －

　当期純利益 － － － －

　自己株式の処分 － － 44,396 44,396

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

－ － － －

事業年度中の変動額合計
(千円)

55,200 55,200 44,396 99,596

平成19年11月30日残高(千円) 100,210 75,210 44,396 119,606

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 6,250 3,503 550,000343,991903,745△4,180 964,585

事業年度中の変動額

　新株の発行 － － － － － － 110,400

　特別償却準備金の取崩し － △787 － 787 － － －

　剰余金の配当 － － － △20,280△20,280 － △20.280

　当期純利益 － － － 176,765176,765 － 176,765

　自己株式の処分 － － － － － 4,180 48,576

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計
(千円)

－ △787 － 157,273156,485 4,180 315,461

平成19年11月30日残高(千円) 6,250 2,716 550,000501,2641,060,231 － 1,280,047

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) 2,720 3,363 6,083 970,669

事業年度中の変動額

　新株の発行 － － － 110,400

　特別償却準備金の取崩し － － － －

　剰余金の配当 － － － △20,280

　当期純利益 － － － 176,765

　自己株式の処分 － － － 48,576

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△326 △2,628 △2,954 △2,954

事業年度中の変動額合計
(千円)

△326 △2,628 △2,954 312,507

平成19年11月30日残高(千円) 2,393 734 3,128 1,283,176
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

税引前中間(当期)純利益 113,751 186,534 302,848

減価償却費 4,970 5,312 10,134

役員賞与引当金の増加額 3,750 － －

役員退職慰労引当金の
増加額

7,630 4,987 11,831

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

△23 △23 △ 2

受取利息及び受取配当金 △3,333 △ 4,025 △ 3,694

支払利息 5 185 5

株式交付費 － － 3,221

為替差損益
（為替差益：△）

2,898 △ 1,099 7,103

保険解約返戻金 － △ 8,707 △ 8,507

売上債権の増減額
（増加：△）

187,980 221,904 △ 15,324

たな卸資産の増減額
（増加：△）

△20,016 △ 86,405 △ 52,223

その他流動・固定資産の
増減額（増加：△）

20,474 23,129 △ 2,152

仕入債務の増減額
（減少：△）

△23,397 △ 237,978 298,599

未払金の増減額
（減少：△）

△10,543 △ 26,854 2,322

未払消費税等の増減額
（減少：△）

△27,733 △ 2,158 △ 26,666

その他流動・固定負債の
増減額（減少：△）

4 5,037 △ 2,642

小計 256,418 79,837 524,852

利息及び配当金の受取額 3,333 4,025 3,694

利息の支払額 △5 △ 185 △ 5

法人税等の支払額 △34,922 △ 79,551 △ 85,829

営業活動による
キャッシュ・フロー

224,823 4,126 442,711
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前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

有形固定資産の取得
による支出

△247 △ 4,007 △608

無形固定資産の取得
による支出

－ △ 6,525 －

投資有価証券の取得
による支出

△22 △ 10,223 △42

貸付による支出 △102 － △500

貸付金の回収による収入 － 762 522

差入保証金の差入による
支出

－ △ 970 △4,504

保険積立金の積立による
支出

△37 △37 △365

保険積立金の解約による
収入

－ 14,574 15,217

投資活動による
キャッシュ・フロー

△410 △ 6,427 9,719

Ⅲ　財務活動による
    キャッシュ・フロー

新株発行による収入 　 － － 107,179

自己株式の処分による収入 － － 48,576

配当金の支払による支出 △20,280 △ 34,740 △20,280

財務活動による
キャッシュ・フロー

△20,280 △ 34,740 135,475

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

1,880 1,966 △0

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（減少：△）

206,014 △ 35,075 587,905

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

169,323 757,229 169,323

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※ 375,338 722,154 757,229
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1)有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定）を採用して

おります。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。

(1)有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 

 

 

 

 

 

　　時価のないもの

同左

(1)有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）を採用しており

ます。

　　時価のないもの

同左

(2)デリバティブ

　　時価法を採用しておりま

す。

(2)デリバティブ

同左

(2)デリバティブ

同左

(3)たな卸資産

　商品

　　機械装置

　　　個別法による原価法を

採用しております。

　　部品等

　　　移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。

(3)たな卸資産

　商品

　　機械装置

同左

 

　　部品等

同左

(3)たな卸資産

　商品

　　機械装置

同左

 

　　部品等

同左

２．固定資産の減価償

却の方法

(1)有形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３～39年

機械
及び装置

２～７年

工具器具
備品

４～６年

(1)有形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３～39年

機械
及び装置

２～７年

工具器具
備品

４～５年

(1)有形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３～39年

機械
及び装置

２～７年

工具器具
備品

４～６年

(2)無形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　　なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内

における利用可能期間

（５年）に基づいており

ます。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2）役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞

与の支出に当てるため、

支給見込額の当中間期末

負担額を計上しておりま

す。

(2)役員賞与引当金

－

(2)役員賞与引当金

－

(3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務見込

額及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。なお、当中間

会計期間末において、年

金資産見込額が退職給付

債務見込額を超過してい

るため、超過額を投資そ

の他の資産の「前払年金

費用」として計上してお

ります。

(3)退職給付引当金

同左

(3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務見込

額及び年金資産の見込額

に基づき当事業年度末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。なお、当事業年度

末において、年金資産見

込額が退職給付債務見込

額を超過しているため超

過額を投資その他の資産

の「前払年金費用」とし

て計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、「役員退

職慰労金規程」に基づく

中間期間末要支給額を計

上しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

(4)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、「役員退

職慰労金規程」に基づく

期末要支給額を計上して

おります。

４．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中

間期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

５．リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

― 　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。為替予約に

ついては、ヘッジ会計の

要件を満たしている場合

は振当処理を採用してお

ります。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段…為替予約

　　ヘッジ対象…買掛金

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3)ヘッジ方針

　　為替に係る相場変動リス

クを回避する目的で、実

需の範囲内で対象取引の

ヘッジを行っておりま

す。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

　　為替予約取引は振当処理

を行っているため、有効

性の判定を省略しており

ます。

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７．中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左 同左

８．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ、

流動負債に「その他」とし

て計上しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　（会計処理の変更）

前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

－ － （有形固定資産の減価償却の方法）

　当事業年度より、法人税法の改正

（所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号及び

法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号）

に伴い、平成19年４月１日以降取得

資産の減価償却限度額の計算方法に

ついては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

　なお、この変更に伴う影響額は軽微

であります。

　

　（追加情報）

前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

－ (有形固定資産の減価償却の方法）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

　平成19年10月９日に公募増資を実

施し、資本金が増加したことにより、

当事業年度より外形標準課税を適用

しております。 

　これに伴い、当事業年度より「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準実務対

応報告第12号　平成16年２月13日）

に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

　この結果、販売費及び一般管理費は

2,987千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は同額減少

しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年５月31日)

当中間会計期間末
(平成20年５月31日)

前事業年度末
(平成19年11月30日)

※１．　　　　　 － ※１．中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が中間会計期間末残高に含まれ

ております。　　　　　　　　

受取手形　　　　40,811千円

※１．　　　　　 －

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

27,544千円

　 ３．           －

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

35,270千円

　 ３．受取手形裏書譲渡高

　　　　　　　　　　　 1,590千円

※２．有形固定資産の減価償却累計

額

31,723千円

　 ３．　　　　　　－

　４．当座貸越契約

　　　当社は運転資金の機動的な調達

を行うために、株式会社みずほ

銀行と当座貸越契約を締結して

おります。当中間会計期間末に

おける未実行残高等は、以下の

通りであります。

当座貸越
極度額

150,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 150,000千円

　４．当座貸越契約

　　　当社は運転資金の機動的な調達

を行うために、株式会社みずほ

銀行と当座貸越契約を締結して

おります。当中間会計期間末に

おける未実行残高等は、以下の

通りであります。

当座貸越
極度額

150,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 150,000千円

　４．当座貸越契約

　　　当社は運転資金の機動的な調達

を行うために、株式会社みずほ

銀行と当座貸越契約を締結して

おります。当事業年度末におけ

る未実行残高等は、以下の通り

であります。

当座貸越
極度額

150,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 150,000千円
　
　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 171千円

受取配当金 3,161千円

為替差益 4,831千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 783千円

受取配当金 25千円

投資信託
収益分配金

3,216千円

保険返戻金 8,707千円

為替差益 2,916千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 507千円

受取配当金 47千円

投資信託収
益分配金

3,140千円

保険返戻金 8,507千円

為替差益 12,567千円

　２．減価償却実施額

有形固定資産 3,982千円

無形固定資産 947千円

　２．減価償却実施額

有形固定資産 3,949千円

無形固定資産 1,322千円

　２．減価償却実施額

有形固定資産 8,161千円

無形固定資産 1,894千円

　
　

EDINET提出書類

テクノアルファ株式会社(E03007)

半期報告書

25/35



(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 10,580 － － 10,580

　

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 440 － － 440

　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年２月27日
定時株主総会

普通株式 20,280 2,000平成18年11月30日 平成19年２月28日

　

　(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となる　

　　もの

　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 11,580 － － 11,580

　

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月26日
定時株主総会

普通株式 34,740 3,000平成19年11月30日 平成20年２月27日

 (注) １株当たり配当額は、上場記念配当1,000円が含まれております。

　

　(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となる

    もの

　　 　 該当事項はありません。
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前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 10,580 1,000 － 11,580

(注) 発行済株式の数の増加は、平成19年10月９日付の公募増資によるものであります。

　

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 440 － 440 －

(注) 自己株式の数の減少は、平成19年10月９日付の自己株式の処分によるものであります。

　

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年２月27日
付定時株主総会

普通株式 20,280 2,000平成18年11月30日 平成19年２月28日

　

　(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月26日
付定時株主総会

普通株式 34,740利益剰余金 3,000平成19年11月30日 平成20年２月27日

(注) １株当たり配当額は、上場記念配当1,000円が含まれております。

　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年５月31日現在)

現金及び預金 374,343千円

有価証券
(ＭＭＦ)

995千円

現金及び
現金同等物

375,338千円

 

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成20年５月31日現在)

現金及び預金 722,154千円

現金及び
現金同等物

722,154千円

 

※　現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成19年11月30日現在)

現金及び預金 756,232千円

有価証券
(ＭＭＦ)

996千円

現金及び
現金同等物

757,229千円
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(リース取引関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年５月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1）株式 3,714 4,291 576

(2）その他 20,211 24,134 3,922

小計 23,926 28,425 4,499

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

その他有価証券

　

中間貸借対照表計上額（千円）

ＭＭＦ 995

非上場外国債券 24,340

　

当中間会計期間末(平成20年５月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1）株式 3,759 2,193 △1,566

(2）その他 30,410 34,622 4,212

小計 34,169 36,815 2,645

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

その他有価証券

　

中間貸借対照表計上額（千円）

非上場外国債券 21,150
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前事業年度末(平成19年11月30日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1）株式 3,736 2,824 △912

(2）その他 20,210 25,158 4,948

小計 23,946 27,982 4,035

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

その他有価証券

　

貸借対照表計上額（千円）

ＭＭＦ 996

非上場外国債券 22,016

　

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成19年５月31日現在)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

該当事項はありません。

(注)　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

当中間会計期間末(平成20年５月31日現在)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

該当事項はありません。

(注)　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

前事業年度末(平成19年11月30日現在)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

該当事項はありません。

(注)　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成18年12月１日　至　平成19年５月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年12月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 99,795円13銭１株当たり純資産額 118,984円00銭１株当たり純資産額 110,809円68銭

１株当たり
中間純利益金額

5,931円00銭
１株当たり
中間純利益金額

9,394円26銭
１株当たり
当期純利益金額

17,080円31銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

(注)　１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年12月１日
至　平成19年５月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年12月１日
至　平成20年５月31日)

前事業年度
(自　平成18年12月１日
至　平成19年11月30日)

中間(当期)純利益(千円) 60,140 108,785 176,765

普通株主に帰属しない金額
(千円)

－ － －

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

60,140 108,785 176,765

期中平均株式数(株) 10,140 11,580 10,349

(注)　期中平均株式数には、自己株式数は含んでおりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類

        事業年度　第18期(自　平成18年12月１日　至　平成19年11月30日)　平成20年２月27日　関

　　東財務局長に提出

　(2) 有価証券報告書の訂正報告書

        上記(1)に係る訂正報告書を平成20年２月27日に関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年８月22日

テクノアルファ株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　野　　雄 一 郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるテクノアルファ株式会社の平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第18期事業年度の中間会計期

間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、テクノアルファ株式会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年８月７日

テクノアルファ株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　野　　雄 一 郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているテクノアルファ株式会社の平成19年12月１日から平成20年11月30日までの第19期事業年度の

中間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、テクノアルファ株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成19年12月１日から平成20年５月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。

　

EDINET提出書類

テクノアルファ株式会社(E03007)

半期報告書

35/35


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入、受注及び販売実績
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価


	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書



	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

